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おわりに

はじめに

　日常災害とは，階段から転げ落ちたり，床の上ですべっ

て転んだり，あるいはガスで中毒するといった，建物に

関係するいわゆる事故の総称である。これに対する言葉

は非常災害で，震災や火災などをまとめていう場合に使

う(1)。

　さて，この研究のテーマは，住宅における日常災害の

実態を発生頻度としてとらえることである。日常災害の

実態についての研究は過去にいくらかの成果(1)～(7)をもっ

ているが，それを改めて発生頻度でとらえていこうとす

る意味は，そのようなとらえ方をすることによって初め

て建築の計画や評価に直接結びつく資料になりうるとい

う点にある。研究のかなりの部分は，それらの過去の研

究成早を直接使っているわけだが，ここでくり返し述べ

ることはしていないので，必要があれば個々の研究を参

照していただきたい。

1　研究の目的と方法

1－1　研究の目的

　日常災害による被害の実態については，これまでの調

査によって，経年的推移，現状における実態ともに，あ

る程度定量的に把握されている。これらは主に被害の量

に着目したもので，この問題の存在を明らかにし，その

大きさを把握するという点では意味があったと考えられ

るが，成果が必ずしも建築の計画に直接結びつくもので

はないという限界を持つものであった。

　ところで，この被害の量は，建築側（環境側）および

人間側の諸要因によって決定されたものととらえること

ができるが，これら諸要因との関係はいまだ明らかに

なっていない。仮に，建築の計画上必要となる諸要因に

関して，母数と被害の発生量とが明らかになり，要因の

違いによる発生頻度の違いがとらえられたとすれば，計

画上大いに意味のあるものとなろう。すなわち，発生頻

度そのものは過去の事実を平均的に表わすものである

が，その傾向が将来も続くと仮定すれば，今後つくられ

る建物に関する発生確率と読み替えることが可能であ

り，計画段階において日常災害の発生量を予測し，ある

いはその発生確率を操作する上での基礎資料として直接

使うことができる。これは，日常安全性の評価の一種

といってよい。ただし，このような発生頻度の資料を得

るためには，要因についての区分を同じくする被害量と

母数との対応関係のあることが前提となる。

　そこで，この研究では，既に把握されている日常災害

の被害量に対して，それを生ぜしめた各種要因ごとの母

数を公的統計資料および調査により把握し，それらが要

因の区分として対応するものであることを確かめた上

で，両者を組み合わせて発生頻度を求め，もって日常安

全性の評価のための基礎資料とすることを目的とする。

1－2　研究の方法

　この研究を行なうために，具体的には，次のような作

業が必要となる。

－97－



（a）　基礎資料の収集・把握

　（a・1）　日常災害等の被害量に関する資料の収集・把

握

　（a・2）上記被害を生ぜしめた①建築側、②人間側の

各種要因ごとの母数に関する資料の収集・把握

（b）発生頻度の算定

　このうち，（a・1）については，主に過去の研究成果をま

とめ直して使うこととするが，不足している部分につい

ては，公的統計資料から新たに収集・把握する。

　（a・2）については，主として公的統計資料から必要な

母数を拾い出して整理する一方，不十分な部分を補う意

味でアンケート調査を実施する。

　（b）については，（a・1），（a・2）の数値それぞれの対応関

係を確かめた上で，前者を後者で除し，各種の発生頻度

を求める。このなかで，基礎資料の精度があまリ高くな

く，算定した発生頻度の大小関係が直ちには信じ難いと

考えられるものについて，有意差の検定を行う。

　以上の作業から求められる発生頻度としては，基礎資

料となる被害量と母数の性質に着目すれば，表1に示す

指標あるいは単位で表わされることとなろう。これらは，

被害量について，資料の関係から死亡のみを特別に区分

し，また，母数として建物（環境）に属するものと人間

に属するものとに区分すると同時に，時間を単純な経過

時間（Gross時間と表示）と対象となる建物（環境）への

滞在時間（Net時間と表示）とに区分して，それらを相

関させれば半ば自動的に浮かび上がってくる指標あるい

は単位である。なお，これらの指標や単位は、この研究

で扱う発生頻度の範囲で使われるものを中心としてまと

めたものであり，同じ方針で行われる今後の研究を考え

ると，必要に応じて単位を変えて表示される場合もあろ

うし，また，例えば，階段数当たり死亡率など，必要な

別の指標が加えられる可能性もあろう。ただ，「死亡率」

およぴ「FAFR（Fatal &#160;Accident　Frequency　Rate）」に

っいては，既に他分野（前者は疫学等，後者は安全工学

等）で用いられているので，その成果との村応の便宜を

表1　発生頻度をとらえるための指標と単位

i一一■　　　　　　　　　　　　　一一
被害

被　　　　　害

母数 死　　亡
’’一棟（戸）数当り被害率棟（戸）数当り死亡率

建物 ＜件／年・棟同＞＜件／年・105榊≡ヨ〕＞

（環境）面積当り被害率 面稜当り死亡率

Gross ＜件／年・102㎡〉＜件／年・107㎡＞

時間 被害率伏数当搬害率）’■■死亡率（人数当り死亡率）

人間 く件／年・人＞ ＜件／年・105人＞

く件／年・105人〉
’’■’　　　　　　　　　　　　　　　　’一

Net 被害頻度 死亡頻度（FAFR）

時間
人問

＜件／108時問・人＞＜件／108時間・人〉
’一・■’’一■1

考慮して，名称・単位とも改変せずに用いることとする。

　図1は，この研究で収集・把握した基礎資料の出典（細

線枠で表示）とそれを補うために行った調査（太線枠で

表示），および最終的に求めた発生頻度（二重枠で表示）

の関係を示したものである。

2　基礎資料の収集・把握

2－1　日常災害等の被害量の把握

　日常災害およびこれと比較するための各種の主要な事

故・災害による被害量に関しては，次のような基礎資料

を把握した。

（a）　主要な事故・災害による死亡者数

　死因別・年令性別．年度別（昭和31～53年）に区分。

（b）　建築災害による死亡者数

　日常災害およぴ非常災害・災害種類別・発生建物別・

　年令性別・年度別（昭和31～53年）に区分。

（C）　各種交通機関での乗員死亡者数

　交通機関別・年度別（昭和31～53年）に区分。

（d）　住宅における軽度な日常災害の被害者数

　住宅種類別・住宅形式別・住宅形式と構造別・専用併

　用別・建物階数別・住宅階層数別・床面積別・建築経

　年数別．部屋別に区分。

佳宅統計瀦査
　　総理府，統1計局
独楽統一11’牢級
　　鯉設省

蘭定賓産概饗瀦、咋
　　自治省税膀周

鉄適要覧
　　国鉄
民鉄統書十年報
1壌巡統計嬰覧
巡輪経済統計要覧
自助車要覧
航空輸送統、計年報
　　運輪省

国勢調翫
全国年令別人只の擁
計
　　総理府統計周

国民生活時闘鯛衡
　　N　HK

アンケートによる性
宅および｛主宅冬部へ
の滞在時闘謝盃

住宅の鰹築災箸・目
常災誓｛こよる戸数当
り牝亡・平壬

鯉築災審・日備災書に
よる腋数当り死亡率
床1節砧当り死亡率

各唖交週事故による
死亡頻一度

各履交遭班故による
死I二率

鯉築災警・日常災警
による死亡率

鰹築災警・目常災害
による死亡＝頻度

住宅の臼常災審によ
る』ゴ数当り敏沓率

人口動態統計
　厚生省続計一膚報部

アンケートによる住
宅における輕度な目
常災怨の実態調奮

図1　基礎資料の出典と求めた発生頻度の関係
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2－2　公的統計資料による母数の把握　　　　　　　　　　2－3　調査による住宅への滞在時間の把握

　各種の母数のうち，公的統計資料より求めたものは以　　　　2－2（h）の資料の年令層の不足を補い，住宅各部への

下の通リである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滞在時間を2－1（d）に対応する母数として求め，さらに

（a）住宅の戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅以外の建物への滞在時間を2－1（b）に対応する母

　年度別（昭和33～53年）。推定値を含む。　　　　　　　　　　　数として求めるため，以下に示すようなアンケート調査

（b）建物の棟数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を行った

　住宅と非住宅・木造と非木造・年度別（昭和49～53年）　①調査時期

　に区分。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和55年10月～12月

（C）建物の平均床面積　　　　　　　　　　　　　②調査対象

　同上。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都区内に居住する1076世帯を無作為に抽出。
（d）日本の人口　　　　　　　　　　　　　　　③調査芳法

　年令性別・年度別（昭和31～53年）に区分。　　　　　　　　　　　　　調査対象世帯を平日分4，休日分1の割合に分け，調

（e）鉄道への平均乗車時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　査用紙を郵送し，返送を依頼。途中1回督速状を郵送。

　輸送人キロのデータより，速度の幅を仮定して求めた　　　　　　指定した平日は11月11日(火)および11月18日（火），休日は

　推定値。年度別（昭和31～52年）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11月9日（日）および11月16日（日）

　なお，速度を「黄健二，日常交通圏域と各種交通手段　　④調査内容

　の選択について，日本建築学会論文報告集第286号，昭　　　　　家族全員について，年令性別と各人の指定した日にお

　和54年12月」によった場合の値についても求めてある。　　　　　　ける住宅各部への滞在時間，睡眠時間，住宅以外の建

（f）自動車への平均乗車時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物への滞在時間など。これに付属して，住宅の種類・

　輸送人キロのデータより，速度の幅を仮定して求めた　　　　　　　構造・間取りなど。

　推定値。年度別（昭和31～52年）。　　　　　　　　　　　　　　調査の結果，平日分163世帯543人，休日分39世帯118人

　なお，速度を上記論文によった場合の値についても求　　　　　　の回答があり，これを集計して以下の成果を得た。

　めてある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（a）住宅および住宅以外の建物への平均滞在時間

（g）航空機への平均搭乗時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅への平均滞在時間については，滞在および起床滞

　輸送人キロのデータより，速度の幅を仮定して求めた　　　　在，平日および休日，年令性別に区分。表2，3に示

　推定値。年度別（昭和31～52年）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　す。また，住宅および住宅以外の建物への平均滞在時

　なお，運航キロ，運航時間のデータより平均速度を求　　　　　　　　間については表4に示す。

　め，この速度によって算定した値もある。　　　　　　　　　　　　　　（b）住宅各部への平均滞在時間

（h）住宅への平均滞在時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅各部・平日と休日・滞在時間と起床滞在時間に区

　在宅と起床在宅・年令性別（15才以上のみ）・年度別（昭　　　　　　　分。表5に示す。

　和45，48，50年）に区分。元データの年令区分を，人

　口動態統計の区分に直した推定値。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表2　住宅への平均滞在時間

総年令層 0－4才 5－14才 15－44才 45－64才 65一才
T M F T ’M F T M F T M F T M F T M F

延ぺ時間8947．83894．65053．2442，O262．8179．21352，1684．2667．94178．21831．92346．32025．3843．31182，O950－2272．4677．8
平日延ぺ人数 543 260 283 22 14 8 86 44 42 266 130 136 122 58 64 47 14 33

平均湖在時間16．4814．9817．8620．0918．7722．4015．7215．5515．9015．7114．0917．2516．6014．5418．4720．2219．4620．54
延ぺ時間 2161．5884．11277．452．3一 52．3367．2203．9163．3859．9285．4574．5533．3281．4251．9348．8113，4235．4

休日延ぺ人数 l18 50 68 3 一 3 22 12 10 49 17 32 29 16 13 15 5 10
平均滞在時間18．3217．6818．7917．43一 17．4316．6916．9916．3317．5516．7917．9518．3917．5919．3823．2522．6823．54
備考 ※小数点以下第3位四拾五入 T：総数M：男　F：女　　　　　　　　　　　　　　　賓料：アンケート粥査緒架

表3　住宅への平均起床滞在時間

総年令屑 O－4才 5－14才 15－44才 45－64才 65一オ．
T M F T M F T M F T M F T M F T M F

延ぺ時間4546．91760．O2786．9211．2l18．792，5533．9263．8270．12132．9823．O1309．91141．6411．1730．5527．3143．4383．9
平日延ぺ人数 543 260 283 22 14 8 86 44 42 266 130 136 122 58 64 47 14 33

平均起：」糀在時間8．376．779．859．608．48l1．566．216．006．438，026．339．639．367．0911．4111．2210．24ll．63
延ぺ時閥1155．4445．4710．019．3‘ 19．3159．079．0’80．O463．0152．3310．7294．8145．7149．12I9．368．4150．9

休日延ぺ人数 118 50 68 3 一 ’3 22 12 10 49 17 32 29 16 13 15 5 10
平均起…湘在時閉9，798．9110．44．6．43一 6．437．236．588．009．458．969．711O．179．1211．4714．6213．6815．09
倣考 位　幽拾石入　　　　　　　　　　丁：総激　M1男　F：女　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：アンケート．珊術紬果
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表4　住宅および住宅以外の建物への平均滞在時間

総年令層 Cr－　4　才 5　－14才 15　－44　才 45－64　才 65一才
T M F T M F T M F T M F T M F T M F

建物への起床滞在時間13．2313．0313．4411．44一〇．0211．3612．1611．8612．4613．4713．3113．6413．8313．5914．04】2．9311．8013．37

住宅への滞在時間16－7415．3717．99’19．7［16．0921．6915．8615．7615．9615I9714．4817．3516．8614I9818．6020．6519．9220，97

佳宅への起床滞在時間8．577．089，939．157．2710．836．366．086．658．226．719．649．487－3811．4211．7110，7312．12
住宅以外の建物への　　　起床滞在時間4．665．953．512．292．750．535．805．785．815，256．604．004．356．212，621．221．071．25

備　　　　　考

資料：アソケート調査結果

表5　住宅各部への平均滞在時間

平　　　　　日休　　　　　日燕平　　　　均
扁在曉間起床漏在時問棚在時間起床掃在時間滞在跨間起床開在時間

計 16．48 8．3718－32 9．7916，74 8．57
屠間・食堂3．6213．1605．3674．4033．8703．338
台所・D　K1．4361．4361．4081．4081．4321．432

子供婁8．4621．6839．6682．5118．6341．801
匝　　　所0．169O．1690．188O．188O．172O．172
浴　　　　室0．331O．331O．281O．281O．324O．324
廊下・ホールO．O04O．O04 一 ‘ O．O03O．O03
玄　　　　醐O．015O．015O．O05O．O05O．014O．014
ベ　フ　ソ　グ｛ルコーIO．033O．033O．096O．096O．042O．042
その他の居童0．076O．076O．025O．025O．069o，069
店劔・工むO．637O．637O．372O．372O．599O．599
不　　　　明I．518O．652O．809O．3191．417O．604

小計 0．1770．177O．097O．097O．165O．166
31 0．O03O．O03O．038O．038O．068O．068

理獺34 O．O02O，O02 一 ‘ O．O02O．O02
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資料1アソケート調査結果

3　発生頻度の算定

　以上の数値を使い，発生頻度の算定をした。ここでは，

その結果のなかから主要なものを選び，グラフにして示

す。

3－1　交通事故と建築災害の発生頻度

　図2は，交通事故と住宅における建築災害の死亡頻度

を年度別に求め，まとめたものである。また，ここには

示していないが，交通事故・労働災害・建築災害の死亡

率を年度別・年令別に求めたものなどもある。

3－2　種類別に見た日常災害の発生頻度

　図3は，住宅および住宅以外の建物における日常災害

の死亡率を年度別に示したものである。

　図4～10は，住宅における日常災害の種類ごとの死亡

率を年度別に求め，年令層ごとに別のグラフにまとめた

ものである。

　図11は，住宅における日常災害の死亡率を年令層別・

性別に求めたもので，それぞれ昭和43～53年における最

大値と最小値をとって幅として示している。

3－3　棟数，面積当りで見た日常災害の発生頻度

　図12は，住宅および住宅以外の建物における日常災害

および非常災害の棟数当り死亡率を年度別に示したもの

である。

　図13は，これと同じものを，面積当り死亡率で示した

ものである。

　図14，15は，住宅における日常災害各種類の棟数およ

び戸数当り死亡率を年度別に示したものである。

3－4　年令性，建物別に見た目常災害の発生頻度

　図16，17は，住宅における日常災害および非常災害の

死亡頻度を在宅時間およぴ起床在宅時間を使って求め，

年令層別・性別に，かつ在宅時間の出典別に示したもの

である。

　図18は，住宅および住宅以外の建物における日常災害

および非常災害の死亡頻度を，年令層別・性別に示した

ものである。住宅については，起床在宅時間を使ってい

る。

3－5　住宅の属性別・部屋別に見た日常災害の発生頻度

　図19～26は，住宅における軽度な日常災害の被害頻度

が住宅の属性によってどう連うかを見るために，属性項

目ごとにグラフとしてまとめたものである。

　図27は，住宅の各部屋ごとの軽度な日常災害の被害頻

度を，滞在時間およぴ起床淋在時間それぞれを使って求

めたものである。

－100－



比亡軸咽｛附ハ〇一岬11咀

lO’

lo3

lo3

10I

mo

　・人〕
一■■舳m“胴舳30ト600㎞伽
匿妻璽舳111（1欄匝1ト舳＾〕

－101－



死亡率“’l1／年・lo5人）
死亡率（f牛／年・105人〕

　　　△1墜落
　　　0
60　　口＝伝倹I　　　▲：湖水
　　　●＝やけど　　　■：中務　　　■．落下物

三0

‘．o

ユO

2P

10

3．O

　　　　　　＼

　　　　　　　　　＼　　　〈㌧）

1．O

△：堕洛
○1拒落口：鮒I
▲：湖水
●：やけど
■：中泌■．落下物

昭和3132333‘鶉3637839‘O‘1ム243“‘5‘6”勿‘950引5253年
　図6　住宅における日常災害各種類の年度別死亡率
　　　　　　　　　　（1－4才）

死亡率（件／年・105人〕

○昭和ヨ132333い53637羽39404142幻“45ム6〃ω‘950515253年
図9　住宅における日常災害各種類の年度別死亡率
　　　　　　　　　　（45－64才）

死亡率（件／牢・lO呈人）

90　　　△　1　　　01帳落
　　　口＝転倒
　　　▲：溺水　　　●＝やけど　　　■：日］毒　　　○．幣下物
80

70

！＝監．筈1転．苫帳倒
澗水
やけと’
［ll』ホ

榊3132333い5363川39ω‘14243“蝸蝸〃ω‘950515川年

εO

50

‘．O

　　　　　！

図7　住宅における日常災害各種類の年度別死亡率
　　　　　　　　　　（5－14才）
死亡卒（f牛ノ年・l05人）

〕D

3．O

20

1．O

ε≡
」］1舳
▲．湖水●1やけど，1僻物

　　・！人一’｝k㌧ホ、

Oi昭fu31皿333い5363？3039404〕2‘3“‘5ム6”‘84950引525〕η三
図8　住宅における日常災害各種類の年度別死亡率

　　　　　　　　　　（15－44才）

2．o

　　　　　　　　　〆H
・へ／

　　　　＼ノ㌧

11．？剛〕〕1〕川1・1・1川1川・川・川・・…川・・舳52S3牛

図10　住宅における日常災害各種類の年度別死亡率

　　　　　　　　　　（65－才）

－102－



死亡率（件／年・105人）

30

25

20

15

10

l／llト

羅雛

∴I／／

818…18

1エ

　エ

図11

総年令屑　0’1一‘，5i～15一的6一的65一，

住宅における日常災害の年令性別死亡率

図12

死亡率（件／年・lo5陳〕

15

10

注）○
　△
　X
　　全理築物　　住　宅
一一’一、佳宅以外

　’沽・一・帖x・一斗’　　　　一一x
　Ol1召和＾950515253年

日常・非常災害の棟数当り死亡率

死亡率注〕◎；螂繍
1件／年・10・耐〕会：呆雛蕃

　　　　■‘：全理築物
　　　　’’一一：佳　宅　　　　一・．・：佳宅以外

　2o
　　　々

15

10
q．へ、＼江屯．、　ム．　　α　．㌫ぺo
　　　“

○昭和49珊51525，年

図13　日常・非常災害の面積当り死亡率

死亡率（件／年・105戸〕

旦O

5D

‘o

30

20

1．O

△1O＝転落口：鮒1
▲＝湖水●：やけど■：中毒
○．浴下物

　　　　l1鮒143“‘5‘64川04950515p53年

図14　住宅における日常災害各種類の戸数当り死亡率

－103－



死亡率（件／年・l05榔） 死亡頻度（件／10塒閉・人〕

6．O

5．0

‘．0

3．O

2．0

△1O：転落
口1転倒
▲1湖水●1やけど
■：1・1］畿■　1落下牛勿

一E1常災董（f主宅〕
一　非常災醤　（｛主I雀）
男平均女

8；

らら、、／工／王μ

い

王1

総卑令■

7

0’4オ

フ

5一一1い

了‘5‘650　7‘5ω507制■　7嗣
15．‘‘，　　　　‘516‘’

7蝸‘850
ケ　N　H“日1’
65’一

1．0

図17　住宅における日常災害の年令性別死亡頻度
　　　　　　　（起床在宅時間による）

　　　　死亡槻度（件／10鴨間・人〕

　　　　　　　○　　　　　　　昭和‘950515253年

図15　住宅における日常災害各種類の棟数当り死亡率

死亡頻度｛件ハO叩寺間・人）

．十〇＝日常災書（性宅）
一：非稚災害帷宅〕
男平均女

○，

、え、ふ1，／、り、1｛王・

｛え毎㌻5　　　　0－44　　　5－1＾1

い5・自110　η5“50　τ価‘目507汁而吐　　テ持r耐。　｝盲而而1■
15・’一　4j　，　　　　　‘一…’’’6ムコ　　　　　　65’一

図16　住宅における日常災害の年令性別死亡頻度

　　　　　　　　（在宅時間による）

王

パ1

｝・日常災害（住宅）一　　非裕災磐（筐宅〕男罵韓鑓1嬢燃

証雲童呂／工1

図18

＾■“●　　　　　o一’’5’1ム‘　　　15一μ1　　＾5－6’　・　　　65，□‘■
日常・非常災害の建物別・年令性別死亡頻度

－104－



O　　1　　2　　3　　4破審煩贋（件／隼・戸〕 0　　　1　　2　　3　　4被蕃煩反（件／年・戸〕

持家（1・刈1／・8・）［＝ニコ

公的鰍（lO刈2／80）［＝＝コ

蝸鰍（・・xl・／1・7）［二ニコ

総与佳宅（20x12／78）
l11（・・11／l・口

不明（Ox12／9〕

　図19　住宅の種類別被害頻度

　　　　　　0　　　1　　　2　　　3

一戸舳1・12／…〕［＝ニコ

長屋馴・・12川）［＝コ

共同蛇（ll・l1／1・・［二ニコ

その他（・・1・川）［＝コ
不舳・12／1〕1

　図20　住宅の形式別被害頻度

　　　　　　0　　　1　　　2　　　3

4渡客獺匠（件／年・戸〕

4敏書獺贋（件／隼・戸〕

単帥・・1・・…［＝ニコ

・帥・・l1／…［二＝コ

・舳・1・・1・）［コ

不明（・舳・・口

　図24　住宅の住戸層数別被害頻度

　　　　　　O　　　1　　　2

－l1州1／・・）口

21．60㎡（59x12／3州〔＝二ニコ

・1州㎡（・・刈・／…［＝＝コ

ml－1・・舳・・1・・1・1）［＝ニコ
舳・舳1口

不明（1・・1・／・・）〔二＝＝コ

一融［：の1：lll：1鴛1冒コ

蓋塞［鮒1：1：：：：E≡コ

3　　　4酸書蟹皮（件／隼・戸）

図25　住宅の床面積別被害頻度

O　　　　I　　　　2　　　　34被書壌度（件／隼・戸〕

図21　住宅の形式・構造別被害頻度

　　　　O　　1　　2　　3　　4峻書煩反（件／隼・戸〕
榊舳・口

併用蜘・1・1・・1・・）［＝＝コ　　　ノ

不　明（4x12／12）

　図22　住宅の専用・併用別被害頻度
　　　　　　0　　　　1　　　2　　　3　　　4搬客蟹贋（件／年・戸〕

平屋舳・11／・1）［＝コ

・陪建（…1・／…）［＝＝＝コ

・一・艘（洲1／1・1）［二＝コ

・舳上（…1・■1・1）［＝＝＝コ

ニド　　　竈月（Ox12／20）
　　図2　3住宅の建築階数別被害頻度

1隼未溝（7x12／30）
ト碑（1・・1・／1・・［コ

・一・年（…1・／…）［＝＝＝コ

1ト19年（32・12／2・3）［＝＝コ
l1棚上（…1・／…）［＝＝＝コ

不舳・1・／・・）［＝コ

　図26　住宅の建築経年数別被害頻度

10000 20000

居間・食堂

台所（DK）

蝉室・寝婁
（子供室）

便　　　所

浴　　室．

■：滞在11寺間による
口：起床糀一■寺間による

（件／10811寺闘・人）

図27　住宅における日常災害の部屋別被害頻度

－105－



4　考察とまとめ

　得られた発生頻度をながめれば，様々な考察を加え，

あるいは結論を引き出すことが可能である。しかし，こ

こでは，特に，発生頻度を得たことによって初めて正当

にかつ詳しく比較できるようになった，建物（環境）お

よび人間の属性間の危険さの程度の違いを考察の対象と

する。

4－1　交通機関と建物との災害発生頻度の比較

　図2を見ると，住宅より交通機関の方が全般に事故・

災害による危険さの程度が高いが，交通機関がすべて安

全な方向に向っているのに対して，住宅のみは横ばいで

あるため，最近では，むしろ鉄道に乗っている方が住宅

内にいるより安全だという驚くべき結果となっている。

自動車の危険さの程度は，まだ住宅より2桁上であるが，

一方航空機の事故減少の歩みが早く，すでに自動車と並

んでいることがわかる。

4－2　住宅と住宅以外の建物との災害発生頻度の比較

　図3をみると，建築災害についても日常災害について

も，住宅の死亡率がそれ以外の建物に比べて圧倒的に高

いことがわかる。しかし，これは住宅の方が危険だとい

うことに直ちに結びつくわけではなく，住宅の量が住宅

以外の建物に比べて圧倒的に多いということからきてい

るとも考えられる。

　そこで，次に図12，13を見ると，日常災害の発生頻度

が棟数当り死亡率でほぼ同等，面積当り死亡率では圧倒

的に住宅の方が高く，約2倍の値となっていることがわ

かる。いいかえれば，住宅とそれ以外の建物では1棟当

りの規模にかなりな違いがあると考えられるにもかかわ

らず同程度の発生頻度であり，面積当りの頻度では住宅

の方が実に倍の密度で日常災害を発生させているという

ことである。非常災害を見るとさらにこの差が大きく

なっている。ここから，やはり住宅はそれ以外の建物と

比べて量が多いから災害が多いのではなく，建物として

も相当危険だということがいえる。

　しかし，それは事実としても，さらにその理由を考え

ればあるいは人間の滞在時間が圧倒的に長いことと無関

係でないかも知れない。すなわち，1人の人間にとって

みれば，滞在時間当りはそれほど危険ではないのに，

滞在時間の総量が圧倒的に多いために，住宅として考え

れば，結果的に密度高く災害を発生させているというこ

とになってしまうとも考えられる。

　そこで，図18を見ると，65才以上の年令層を除いて，

やはり時間当リでも住宅の方が危険だということがわ

かる。平均的にいえば，住宅はそれ以外の建物に比べて，

日常災害に関して滞在時間当リほぼ2．5倍の危険さの

程度を持っているといえる。

　もっとも，図3，12，13のどれを見ても，住宅におけ

る日常災害は最近減少傾向にあるといえるので，その点

では評価してよい。ただし，図14，15に見るように種類

によって，この減少傾向の程度は異なり，中毒，やけど

などを除き，鈍い減少傾向しか示していない種類が多い。

4－3　住宅の属性間・部屋間の災害発生頻度の比較

図19，26を見ると，住宅の属性によって発生頻度がいろ

いろと左右されている様子がうかがえる。データ数が少な

く信頼性に乏しい部分は除いてながめると，例えば，図

19の給与住宅における発生頻度が高いこと，図23の平屋

における発生頻度が低いこと，図26の1年未満の発生頻

度が高いことなどは，常識に照らしてうなづける傾向で

ある。しかし，例えば図20，21および図25で，それほど

差が出ていないことは，常識を裏切る傾向といってよい

だろう。

　ところで，χ2検定の結果では，全般にデータ数が少な

いことが反映して，有意差のある組み合わせはごく一部

に留まった。すなわち，95％の有意水準で図19の持家と

給与住宅，図25の20㎡以下と20～60㎡，図26の1年未満

と1～4年，および1～4年と20年以上の組み合わせの

みであった。

　図27を見ると，滞在，起床滞在の別にかかわらず，個

室・寝室（子供室）の発生頻度が低く，浴室の発生頻度

が高いのが目につく。これも，常識的にうなづける結果

といえる。
　しかし，χ2検定の結果では，やはり有意差のある組み

合わせはそれほど多くはなかった。すなわち，滞在時間

に関しては，個室・寝室と他のすべての部屋の間，およ

び居間・食堂と浴室の間に，起床滞在時間に関しては，

個室・寝室と浴室の間，および居間・食堂と浴室の間に，

それぞれ有意差があったのみであった。

4－4　居住者の年令性別と日常災害の種類との関係

　図4～10を見て，まず第一に注目すべきは，幼児と老

人の他の年令層に対する死亡率の圧倒的な高さである。

さらにくわしく高水準にある種類を見ると，0才および

1～4才の幼児では，やけどは激減しているが，溺水が

横ばいか上昇傾向にあり，また65才以上の老人では，や

けどと墜落は減少しているが，転倒と溺水が横ばいか上

昇傾向にあることがわかる。幼児の溺水と老人の特に転

倒にっいては今後も大きな謀題として残ることが予想さ

れる。このような幼児と老人の危険性の高さは，図16，

17，18に見るように，住宅への滞在時間当りの値で見

ても，それほど変わらない。

　図11を見ると，住宅における日常災害全般に関して，

65才以上を除くすべての年令層で，男性の方が女性より
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やや死亡率が高くなっている。図16，17，18を見ると，

男性の方が一般に住宅に滞在する時間が短いのでさらに

この傾向が強く現われている。

おわりに

（6）直井英雄・宇野英隆，日常災害の被害量の推定，同

　上，1980年9月

（7）直井英雄・宇野英隆他，日常災害の実態調査　住宅

　における軽度な事故を対象として（1），（2），同上，1980

　年9月

　この研究で把握できた発生頻度は，主として既存の調

査・統計資料をもとにしているため，きわめて大枠を示

すものに留まっている。新たに実施した調査も，それを

ごく一部補ったものに過ぎない。計画や評価に使えるよ

うなさらに詳細な発生頻度を把握する研究は，今後も継

統して行っていく必要があるが，一方で，実験等から発

生確卒を直接求めていく方法なども検討してみる必要が

あろう。

　この場合，これらの成果を最終的に安全性の評価に結

ぴつけようとするのであれば，そもそも建築や人間のど

のような側面に着目して，どのような方法をとれば，安

全性のどのような側面が評価できるのかということを前

もって検討し，明らかにしておくことが望ましい。この

ような目的とする評価の枠組が得られれば，既に把握で

きている発生頻度をその上に位置づけ，さらに今後把握

すべき発生頻度として何があるのかを明らかにすること

ができる。この方向の研究も，今後は同時に進めていく

必要があるのではないかと考えている。

　この研究の遂行にあたっては，建設省建築研究所　三

村由夫、古瀬敏，菊池志郎の三氏には多大な協クをいた

だいた。また，昭和55年度千葉工業大学の卒研生，松崎

敬雄，松村一彦，関谷修一，藤井敏樹の諸君、および，

昭和56年度東京理科大学の卒研生，亀山堅治，奥崎政平

の両君の助力も得た。ここに記して謝意を表する。
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